
―平成 29 年工業統計調査結果（速報）―

（従業者 4 人以上の事業所） 
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製造品出荷額等

付加価値額

（平成29年6月1日現在）

3656 事業所 （前年比：565 事業所減（△13.4％））

（平成29年6月1日現在）

9万5706 人 （前年比：2653 人減（△2.7％））

（平成28年1月～12月の数値）

3兆3442 億円 （前年比：2037 億円減（△5.7％））

（平成28年1月～12月の数値）

1兆 819億円 （前年比：1323 億円減（△10.9％））

事業所数

従業者数

製造品出荷額等

付加価値額

1．調査結果の概要 

○事業所数、従業者数ともに前年と比べて減少。現行工業統計調査開始（昭和 

26 年）以降最も低い結果となった。 

  ○製造品出荷額等は、2 年連続の減少となった。 

  ○事業所及び付加価値額は、前回調査と比べ 10.0％を超える減少となった。 

2．製造品出荷額等及び付加価値額の推移 

名古屋の工業

注）平成 19 年調査にあたり、事業所の捕そく及び調査項目の改正がなされたため、それ以前の数値とは単純

比較できない。 

平成 23 年は「平成 24 年経済センサス－活動調査 産業別集計（製造業）」の値である。また、27 年は 

「平成 28 年経済センサス－活動調査 産業別集計（製造業）」の値である。 

景気の名称は代表的なものであり、他の名称が使われる場合もある。 



表 1 産業中分類別結果表

表 2 区別結果表 

対前年比

（％）

対前年比

（％）

対前年比

（％）

対前年比

（％）

3‚656 -13.4 95‚706 -2.7 3‚344‚229 -5.7 1‚081‚925 -10.9

千 種 区 38 -25.5 422 -28.1 4,769 -63.9 2,141 -73.7

東 区 76 -19.1 6,906 5.1 358,020 1.8 119,205 -17.6

北 区 231 -18.9 3,771 -7.1 131,141 -0.9 73,217 0.7

西 区 413 -13.6 8,259 0.0 200,693 -1.1 76,917 -3.3

中 村 区 159 -15.4 3,641 -2.8 92,431 -4.3 39,329 11.0

中 区 100 -24.2 1,949 -13.9 35,014 -18.8 15,856 -14.8

昭 和 区 84 -16.8 1,432 -7.1 28,895 -23.3 11,837 -38.6

瑞 穂 区 107 -13.0 6,765 2.8 185,444 -5.0 71,599 -0.3

熱 田 区 145 -19.9 4,336 -8.5 178,503 2.6 37,683 -30.6

中 川 区 512 -15.8 8,610 -6.0 264,955 3.4 88,091 -2.0

港 区 477 -6.8 20,614 -2.9 864,228 -9.6 229,045 -12.6

南 区 404 -12.0 10,131 -8.4 342,956 -3.0 110,921 7.9

守 山 区 309 -10.4 6,210 3.3 317,867 9.9 103,564 6.9

緑 区 418 -8.3 9,009 6.0 204,955 -3.1 80,011 5.5

名 東 区 15 -55.9 194 -62.4 3,313 -83.1 1,181 451.7

天 白 区 168 -3.4 3,457 -2.0 131,044 -39.1 21,328 -74.2

注） 事業所数及び従業者数は平成29年6月1日現在の数値であり、製造品出荷額等及び付加価値額は平成28年1年間の数値である。

       対前年比は、「平成28年経済センサス-活動調査　産業別集計（製造業）」との比較である。

　　 表章単位未満を四捨五入しているため、区別の合計は総数と一致しない場合がある。

区 名 事業所数
従業者数

（人）

製造品出荷額等

（百万円）

付加価値額

（百万円）

総 数

対前年比

（％）

対前年比

（％）

対前年比

（％）

対前年比

（％）

3‚656 -13.4 95‚706 -2.7 3‚344‚229 -5.7 1‚081‚925 -10.9

09 食 料 品 製 造 業 301 -7.4 10,749 -4.6 288,408 -7.7 90,881 -6.1

10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 21 -25.0 520 -26.9 111,831 -23.4 24,178 -53.4

11 繊 維 工 業 143 -21.0 1,862 -12.4 28,351 -17.4 10,024 -19.3

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 59 -16.9 791 -7.3 18,910 -7.1 6,523 -11.9

13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 115 -20.7 1,179 -11.7 21,697 -6.2 9,994 -18.0

14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 98 -13.3 1,374 -3.7 26,436 10.0 10,844 12.1

15 印 刷 ・ 同 関 連 業 341 -14.3 6,600 -1.1 154,866 10.8 59,922 -3.4

16 化 学 工 業 44 -18.5 2,551 -1.5 186,782 -10.5 78,073 -6.8

17 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業 5 -16.7 121 -6.2 7,485 -1.0 2,331 -13.2

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 274 -11.6 5,481 -1.0 120,091 -9.3 47,182 4.7

19 ゴ ム 製 品 製 造 業 56 -3.4 987 3.1 19,082 -3.8 7,788 24.1

20 な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業 17 13.3 238 105.2 2,305 253.3 920 191.0

21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 57 -13.6 5,093 9.4 163,403 21.1 49,094 -0.3

22 鉄 鋼 業 130 2.4 3,978 7.5 282,801 -6.2 64,970 9.0

23 非 鉄 金 属 製 造 業 32 -8.6 2,210 7.6 166,012 -2.4 39,542 -0.8

24 金 属 製 品 製 造 業 608 -12.4 9,930 -0.3 203,758 1.9 81,140 -6.4

25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 161 -13.4 2,843 -13.2 56,012 -18.0 24,139 -18.6

26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 534 -10.1 9,905 7.3 243,633 7.2 107,393 17.3

27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業 91 -10.8 3,019 -10.9 274,012 -20.6 73,196 -46.3

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 31 -27.9 504 -14.7 7,708 -44.2 3,239 -36.8

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 169 -16.7 9,982 1.8 453,959 1.2 161,287 -12.8

30 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 4 -60.0 570 0.4 11,798 31.6 2,298 109.3

31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 250 -14.4 14,071 -11.2 480,488 -10.7 118,626 -7.1

32 そ の 他 の 製 造 業 115 -30.3 1,148 -26.2 14,399 -36.1 8,341 -29.9

注） 事業所数及び従業者数は平成29年6月1日現在の数値であり、製造品出荷額等及び付加価値額は平成28年1年間の数値である。

       対前年比は、「平成28年経済センサス-活動調査　産業別集計（製造業）」との比較である。

　　 表章単位未満を四捨五入しているため、産業中分類別の合計は総数と一致しない場合がある。

産 業 中 分 類 事業所数
従業者数

（人）

製造品出荷額等

（百万円）

付加価値額

（百万円）

総 数

3．統計表 

※この結果は、名古屋市分について速報値を集計したものであり、後日公表される

確報集計結果とは異なる場合があります。 

※詳細については、平成 30 年６月頃に確報での公表を予定しています。 


